ストレス チェック セイド ト セイシン ホケン フクシシ ノ ヤクワリ by 山口 倫子 et al.
－75－
ストレスチェック制度と精神保健福祉士の役割
山　口　倫　子
Role of stress check system and Psychiatric Social Worker
 Noriko YAMAGUCHI
要　旨
₁₉₉₈年以降の自殺者数の増加や、精神障害等に係る労災請求件数の増加などから、メンタルヘルス対策が
喫緊の課題であった。そこで2014（平成₂₆）年６月に「労働安全衛生法の一部改正」により、ストレスチェッ
ク制度が創設された。この制度の目的は、メンタルヘルス不調の一次予防、労働者自身の気付きを促す、職
場環境の改善の３点である。制度の概要と流れは、①事前準備、②ストレスチェックの実施、③面接指導の
実施、④集団的な分析による職場環境の改善となっている。そこで、精神保健福祉士は一定の条件をクリア
すれば検査の実施者となれることが規定された。これは、精神科医療現場における精神保健福祉士の活躍に
対する一定の社会的評価であると考えられる。また、この制度に関しても、面接指導への勧奨や職場環境の
調整、あるいは専門機関への紹介等の支援など、個別ケースワーク的なかかわりが期待されるため、精神保
健福祉士の力が発揮できるのではないかと考える。
昨今、医療現場だけでなく、教育や司法といった分野においても精神保健福祉士が活躍しているが、スト
レスチェック制度導入をきっかけに、今後、労働現場におけるメンタルヘルス対策が進み、産業保健分野に
おいても精神保健福祉士に対するさらなる期待と可能性が広がると思われる。
 キーワード：ストレスチェック制度　精神保健福祉士　メンタルヘルス　自殺
１．はじめに
₁₉₉₈年以降、日本では自殺者数が毎年３万人を超え、諸外国と比較してもその数は突出しており深刻な
事態となっている。わが国における自殺企図者を対象に精神疾患との関連を検討した研究によると、何ら
かの精神疾患を抱えている割合は４分の３にのぼり、その内訳ではうつ病が半数近くを占めることが明ら
かとなっている。自殺予防対策が進められるなか、自殺の背景としてうつ病の影響が大きいといえる。
うつ病は、脳内の神経伝達物質「セロトニン」「ノルアドレナリン」が減ってしまう病気で、無気力で
憂うつな状態になってしまう。アメリカ精神医学会（『DSM︲Ⅳ︲TR』）によると、うつ病の中でも大うつ
病にかかる生涯有病率は₁₅％と言われている。
WHO（世界保健機関）は健康を、「健康とは、病気でないとか、弱っていないということではなく、肉
体的にも、精神的にも、そして社会的にも、すべてが満たされた状態にあることをいう」と定義している。
つまり健康とは、精神的・こころも満たされている状態であると理解できる。私たちは日々ストレスを受
け、気持ちの浮き沈みや体調が優れないことがあるが、こうした症状があるからといってこころの病気だ
とは思わない。しかし、症状が長く続く場合や理由もなく気持ちが不安定になるなどがあれば、専門機関
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１個人を越えた要因を対象とするものである。対策を進めるために公衆衛生戦略ともよばれる。主にコミュニティと社
会のレベルに焦点を当てるが、対人関係のレベルにも焦点を当てることもある。
に相談することが望ましいと言える。こころの病気も身体の病気と同じように誰もがかかる可能性はあ
り、言うまでもなく早期発見・早期治療が重要である。また、₂₀₁₄（平成₂₆）年患者調査（推計患者数）
によると、気分障害（躁うつ病を含む）の患者数は、入院₂₈万８千人、外来₈₃万４千人で、計₁₁₂万２千
人となっている。₁₉₉₆（平成８）年では₄₃万人であったので、₁₈年間で約₂．₆倍に増えている。これはス
トレス社会の中で患者数が実際に増えていることに加え、精神科や心療内科への敷居が低くなったこと
や、うつ病は「こころの風邪」といわれるように以前よりは私たちの身近なものになったことが多少なり
とも影響していると思われる。また、厚生労働省における自殺対策においても、その中核となっているの
はうつ病対策で、特にうつ病患者の医療機関への受診率が低いことから、うつ病に早く気づき、専門的な
医療機関にかかることができるよううつ病に関する一般への普及啓発や、地域の保健医療体制、職場のメ
ンタルヘルス対策等によるうつ病の早期発見を進めている。さらにWHOは、自殺と自殺企図が公衆衛生
上の重要な課題であることから、公衆衛生アプローチ１として、包括的な自殺予防戦略の発展や強化を推
奨している。
そのような中、わが国はメンタルヘルス対策として₂₀₁₄（平成₂₆）年、新たにストレスチェック制度を
設け、従業員が₅₀名以上の事業所には定期健診とは別にストレスチェック制度の実施を義務付けることに
した。
そこで本論文では、ストレスチェック制度導入の背景からストレスチェック制度の概要に触れ、メンタ
ルヘルスに関わる専門職として、精神保健福祉士の果たす役割と可能性について考えてみたいと思う。
２．ストレスチェック制度導入の背景
（１）自殺の状況
₂₀₁₅（平成₂₇）年３月に発表された内閣府の「平成₂₆年中における自殺の状況」によると、2014（平成
₂₆）年中における自殺者の総数は₂₅，₄₂₇人で、前年に比べ₁，₈₅₆人（₆．₈％）減少した。性別では、男性が
₁₇，₃₈₆人で全体の₆₈．₄％を占め、年齢階級別自殺者数では、「₆₀歳代」が₄，₃₂₅人で全体の₁₇．₀％を占め、
次いで「₄₀歳代」（₄，₂₃₄人、₁₆．₇％）、「₅₀歳代」（₄，₁₈₁人、₁₆．₄％）、「₇₀歳代」（₃，₅₀₈人、₁₃．₈％）となっ
ている。また、職業別自殺者数によると「無職者」が₁₅，₁₆₃人で全体の₅₉．₆％を占めて最も多く、次いで
「被雇用者・勤め人」（₇，₁₆₄人、₂₈．₂％）、「自営業・家族従業者」（₁，₈₄₀人、₇．₂％）、「学生・生徒等」（₈₇₄
人、₃．₄％）の順となっており、この順位は前年と同じである。
次に原因・動機別自殺者数では、原因・動機が明らかなもののうち、その原因・動機が「健康問題」に
あるものが₁₂，₉₂₀人で最も多く、次いで「経済・生活問題」（₄，₁₄₄人）、「家庭問題」（₃，₆₄₄人）、「勤務問
題」（₂，₂₂₇人）の順となっており、この順位も前年と同じである。
ここで注目したいことは、「健康問題」のうち「病気の悩み・影響（うつ病）」が₅，₄₃₉人で、「健康問題」
の中でも最も多くなっている。つまり、自殺とうつ病との関係は切り離せない関係で、自殺対策としてう
つ病対策に取り組むことが重要であると言える。
また、厚生労働省の「過労死等の労災補償状況」（平成₂₆年度）〔表１〕によると、精神障害に関する事
案の労災補償状況は以下の通りである。請求件数は ₁，₄₅₆ 件で、前年度比₄₇ 件の増となり、厚生労働省
が統計を取り始めた平成₁₄年以来過去最多となっている。
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【表１】精神障害の労災補償状況
区分 年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
精神障害
請求件数 1181 1272 1257 1409 1456（551）
決定件数　注２ 1061 1074 1217 1193 1307（462）
うち支給決定件数　注３ 308 325 475 436 497（150）
［認定率］　注４ 29.00% 30.30% 39% 36.50% 38.0%（32.5%）
うち自殺
注５
請求件数 171 202 169 177 213（19）
決定件数 170 176 203 157 210（21）
うち支給決定件数 65 66 93 63 99（2）
［認定率］ 38.20% 37.50% 45.80% 40.10% 47.1%（9.5%）
注１：本表は、労働基準法施行規則別表第１の２第９号に係る精神障害について集計したものである。
注２：決定件数は、当該年度内に業務上又は業務外の決定を行った件数で、当該年度以前に請求があったものを含む。
注３：支給決定件数は、決定件数のうち「業務上」と認定した件数である。
注４：認定率は、支給決定件数を決定件数で除した数である。
注５：自殺は、未遂を含む件数である。
【出所：厚生労働省「平成26年度『過労死等の労災補償状況』別添資料」】
（２）自殺対策
政府は₂₀₀₂（平成₁₄）年の自殺予防対策有識者懇談会報告書「自殺予防に向けての提言」において、既
に自殺とうつ病との関係を指摘し危機介入として「うつ病等対策」を掲げていたが、抜本的な対策とはな
らなかった。その後自殺者数は増加し、₁₉₉₈（平成₁₀）年以降自殺者は３万人を超えることとなった。そ
して、₂₀₀₆（平成₁₈）年に自殺対策基本法が成立し、翌年₁₀月に自殺総合対策大綱が定められることにな
る。自殺対策基本法は、自殺対策に関する基本理念を定め、国、地方公共団体等の責務を明らかにした。
また、自殺総合対策大綱は、自殺対策基本法に基づき政府が推進すべき自殺対策の指針として定めたもの
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【図１】　自殺者数の推移（自殺統計）
資料：警察庁「自殺統計」より内閣府作成
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で、₂₀₁₂（平成₂₄）年８月に全体的な見直しが行われた。その内容は、①「誰も自殺に追い込まれること
のない社会の実現」を目指すことを大綱の副題及び冒頭で明示。②地域レベルの実践的な取組を中心とす
る自殺対策への転換を図る必要性。③具体的施策として、若年層向けの対策や、自殺未遂者向けの対策を
充実すること。④国、地方公共団体、関係団体及び民間団体等の取組相互の連携・協力を推進することと
し、一人でも多くの方のいのちを救うため、新たな大綱の下、関係府省で連携し、自殺対策に一層強力に
取り組んでいくとしている。
さらに、平成₂₇年版「自殺対策白書」によると、自殺総合対策の基本的な考え方として、「政策対象と
なる集団毎の実態を踏まえた対策を推進する」、「国、地方公共団体、関係団体、民間団体、企業及び国民
の役割を明確化し、その連携・協働を推進する」の２つが追加され、当面の重点施策として「自殺や自殺
関連事象等に関する正しい知識の普及」、「様々な分野でのゲートキーパーの養成の促進」、「大規模災害に
おける被災者の心のケア、生活再建等の推進」、「児童虐待や性犯罪・性暴力の被害者への支援の充実」、「生
活困窮者への支援の充実」などの施策が新たに盛り込まれている。さらに、推進体制等について、「国、
地方公共団体、関係団体、民間団体等が連携・協働するための仕組み」、「中立・公正の立場から本大綱に
基づく施策の実施状況、目標の達成状況等を検証し、施策の効果等を評価するための仕組み」を設けるこ
ととしている。なお、自殺対策の数値目標について、平成₂₈年までに、自殺死亡率を₁₇年と比べて₂₀％以
上減少させることとしており、また大綱については、おおむね５年を目途に見直しを行うこととしている。
（３）総合的なメンタルヘルス対策の促進
その他、精神疾患に至るまでには経済社会的問題、生活問題、学校問題等様々な要因が積み重なってい
ることも多く、自殺対策としての精神保健対策を生かすためには、精神保健以外の領域における対策も併
せて実施することが必要である。特に労働者のメンタルヘルスは重要な課題である。上記でも述べたが、
₁₉₉₈年以降、わが国では先進７カ国の中でも格段に働き盛りの自殺者が多い状況が続いていた。また、平
成₂₂年度から平成₂₄年度において、精神障害の労災認定件数が３年連続過去最多を更新し、職場における
メンタルヘルス不調者が一向に減らず、職場のメンタルヘルス対策への関心が高まった。具体的な動きと
しては2007（平成₁₉）年に「職場における自殺の予防と対応」（自殺予防マニュアル）を改訂し、うつ病
の症状や早期発見のための方法、産業医や専門医へ紹介する時期、方法等の内容の充実を図った。さらに
平成₂₁年度からは、リーフレットによるこころの健康に関する情報、ストレスチェックシート、メール相
談の案内等の周知のほか、自殺等にかかわる悩み、不安等の相談に対し、カウンセラーによるメール相談
を実施しており、平成₂₁年₁₀月には、メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を設置し、事業者、
産業保健スタッフ、労働者やその家族等に対してメンタルヘルスに関する様々な情報を提供している。
３．ストレスチェック制度の概要
（１）ストレスチェック制度とは
2014（平成₂₆）年に成立公布された「改正労働安全衛生法」により、2015（平成₂₇）年₁₂月から労働者
が₅₀名以上いるすべての事業場では、毎年一回ストレスチェックをすべての労働者に対して実施すること
が義務付けられた。ただし、労働者数が₅₀名未満の事業場は当分の間、努力義務となる。
ストレスチェック制度は、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通
知して自らのストレスの状況について気付きを促し、個人のメンタルヘルス不調のリスクを低減させると
ともに、検査結果を集団的に分析し、職場環境の改善につなげる労働安全衛生法第₆₆条の₁₀に係る事業場
における一連の取り組み全体をいう。言い換えれば、労働者が自分のストレスの状態を知ることで、スト
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２一次予防とは、精神障害をはじめとするメンタルヘルス不調の発生を未然に防ぐための取り組みである。二次予防は、
メンタルヘルス不調を早期に発見し、適切な対応を行うこと、三次予防は、メンタルヘルス不調となった労働者の職
場復帰を支援することである。
３第18 条「事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、次の事項を調査審議させ、事業者に対し意見を述べさせるた
め、衛生委員会を設けなければならない。」とある。
レスをためすぎないように対処したり、ストレスが高い状態の場合は医師の面接を受けて助言をもらった
り、会社側に仕事の軽減などの措置を実施してもらったり、職場の改善につなげたりすることで、「うつ」
などのメンタルヘルス不調を未然に防止するための仕組みである。
厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課産業保健支援室の「改正労働衛生法に基づくストレス
チェック制度について」によると、ストレスチェック制度は、「労働者のメンタルヘルス不調を未然に防
止する一次予防２を目的としたものであり、事業者は、各事業場の実態に即して実施される二次予防及び
三次予防も含めた労働者のメンタルヘルスケアの総合的な取組の中に本制度を位置付け、取組を継続的か
つ計画的に進めることが望ましい。」としている。あくまでも、ストレスチェック制度は精神疾患の発見
ではなく、メンタルヘルス不調の未然防止を主たる目的としている。それを端的に示しているのが、以下
の労働安全衛生法改正の国会付帯決議である。
・ストレスチェック制度は、精神疾患の発見でなく、メンタルヘルス不調の未然防止を主たる目的と
する位置付けであることを明確にし、事業者及び労働者に誤解を招くことのないようにするととも
に、ストレスチェック制度の実施に当たっては、労働者の意向が十分に尊重されるよう、事業者が
行う検査を受けないことを選んだ労働者が、それを理由に不利益な取扱いを受けることのないよう
にすること。また、検査項目については、その信頼性・妥当性を十分に検討し、検査の実施が職場
の混乱や労働者の不利益を招くことがないようにすること。
・ストレスチェック制度については、労働者個人が特定されずに職場ごとのストレスの状況を事業者
が把握し、職場環境の改善を図る仕組みを検討すること。また、小規模事業場のメンタルヘルス対
策について、産業保健活動総合支援事業による体制整備など必要な支援を行うこと。
労働安全衛生法の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（平成二十六年六月十八日 衆議院厚生労働委員会）
つまり、本制度の目的は、①一次予防を主な目的とする（労働者のメンタルヘルス不調の未然防止）。
②労働者自身のストレスへの気づきを促す。③ストレスの原因となる職場環境の改善につなげる。の３点
である。
（２）ストレスチェック制度の流れ
次に、ストレスチェック制度の流れ【図２】について述べる。大きくわけると、実施前の準備、ストレ
スチェックの実施、面接指導の実施、集団的な分析による職場環境の改善となる。
ストレスチェック制度の取り組みの手順については、まず、制度の導入にあたって、事業者はストレス
チェック制度に関する基本方針を表明した上で、ストレスチェック制度の実施体制、実施方法などについ
て、事業者側の代表、衛生管理者、産業医、労働者から組織される衛生委員会３等で調査審議を行う。そ
して事業者は、話し合って決まったことを社内規程として明文化し、それを労働者に周知する必要がある。
厚生労働省の「ストレスチェック制度導入マニュアル」における実施体制の例によると、役割分担を以下
のように提示している。
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【図２　ストレスチェック制度の流れ】
○目的の周知方法
○実施体制（実施者等の明示）
○実施方法
○情報の取扱い
○ストレスチェック結果の保存方法
○ストレスチェックの結果等の利用目的・利用方法
○情報の取扱いに関する苦情処理
○不利益な取扱いの防止
※一定の研修を受けた
看護師、精神保健福祉士
○一般定期健診と同時に実施することも可能（ただし結果の取扱いの違いに注意が必要）
○産業医が実施者となることが望ましい
※以下は努力義務
〈高ストレス者〉 同意有りの場合
※申出を理由とする不利益取扱いの禁止
必要に応じて
※時間外労働の制限、
作業の転換等について意見
※労働者の実情を考慮し、就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を行う
※面接指導結果を理由とする不利益取扱いの禁止
事業者による方針の表明
衛生委員会で調査審議
労働者に説明・情報提供
医師、保健師等※によるストレスチェック実施
（実施者）
ストレスチェックの結果を労働者に直接通知
※この他必要に応じて相談窓口等についても情報提供
（実施者）
ストレスチェックの結果を
職場ごとに集団的分析
（労働者）
セルフケア
※必要に応じて相談窓口の利用
（実施者）
結果の事業者への通知に
同意の有無の確認
（実施者）
集団的分析結果を
事業者に提供
（実施者）
面接指導の申出の勧奨
（実施者）
事業者に結果通知
職場環境の
改善のために活用
労働者から事業者へ面接指導の申出
事業者から医師へ面接指導実施の依頼
医師による面接指導の実施
相談機関、
専門医への紹介
医師から意見聴取
必要に応じ就業上の措置の実施
ストレスチェックと面接指導の実施状況の点検・確認と改善事項の検討
集
団
分
析
全
体
の
評
価
実
施
前
ス
ト
レ
ス
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ェ
ッ
ク
面
接
指
導
【出典：厚生労働省HPより】
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４国は「職業性ストレス簡易調査票」という57項目を利用することを推奨している。（資料参照）
・制度全体の担当者　　　　：事業所において、ストレスチェック制度の計画づくりや進捗状況を把
握・管理する者。
・ストレスチェックの実施者：ストレスチェックを実施する者。医師、保健師、厚生労働大臣の定め
る研修を受けた看護師・精神保健福祉士の中から選ぶ必要がある。外
部委託も可能。
・ストレスチェックの実施事務従事者： 実施者の補助をする者。質問票の回収、データ入力、結果送
付など、個人情報を取り扱う業務を担当します。外部委託も
可能。
・面接指導を担当する医師
ストレスチェックの実施については、質問票４を労働者に配って記入してもらい、記入が終わった質問
票は医師などの実施者が回収する。そして、回収した質問票をもとに、医師などの実施者がストレスの程
度を評価し、高ストレスで医師の面接指導が必要な者を選ぶ。ストレスの程度の評価結果は、実施者から
直接本人に通知される。その後、 結果は医師などの実施者が保存するという手順である。
次に、面接指導の実施については、ストレスチェック結果で「医師による面接指導が必要」とされた労
働者から申出があった場合、医師に依頼して面接指導を実施することとされる。そして、面接指導を実施
した医師から、就業上の措置の必要性の有無とその内容について意見を聴き、それを踏まえて、労働時間
の短縮など必要な措置を実施する。
集団的な分析による職場環境の改善については、ストレスチェックの実施者に、ストレスチェック結果
を一定規模の集団（部、課、グループなど）ごとに集計・分析し、その結果を提供してもらう。但し、集
団規模が₁₀ 人未満の場合は、個人が特定されるおそれがあるので、全員の同意がない限り、結果の提供
を受けてはいけないこととなっている。最終的には、その集計・分析結果を踏まえて、職場環境の改善を
行うこととされる。
留意点としては、ストレスチェック制度は、労働者の個人情報が適切に保護され、不正な目的で利用さ
れないようにすることで、不利益な取扱いの防止についても法律で規定されている。
４．ストレスチェック制度における精神保健福祉士の位置づけと可能性
（１）精神保健福祉士の位置づけ
次に、ストレスチェック制度における精神保健福祉士の位置づけを確認すると、「労働安全衛生法第六
十六条の十 ：事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師、保健師その他の厚
生労働省令で定める者（以下この条において「医師等」という。）による心理的な負担の程度を把握する
ための検査を行わなければならない。」とあり、厚生労働省ストレスチェック制度に関する省令（２）検
査の実施などに係る規定の整備のところで「検査の実施者は、医師または保健師のほか、厚生労働大臣が
定める一定の研修を修了した看護師または精神保健福祉士とする。ただし、検査を受ける労働者について、
解雇などの直接的な人事権を持つ監督者は、検査の実施の事務に従事してはならない。」と定めている。
つまり、規定の研修を受講すれば、精神保健福祉士が実施者となれることを意味している。
ストレスチェック実施者の役割として、①ストレスチェックの企画及び結果の評価、②事業者からの指
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示に基づく役割がある。特に②において、高ストレスと評価された者に対して、医師による面接指導を受
けるよう勧奨することや、面接指導を申し出なかった人に対しての相談や専門機関への紹介等の支援が期
待されている。
（２）精神保健福祉士の役割と可能性
精神保健福祉士は、言うまでもなく社会福祉士、介護福祉士と並ぶ福祉系三大国家資格の一つで₁₉₉₇年
に誕生した。精神科ソーシャルワーカー（Psychiatric Social Worker：PSW）とも呼ばれている。国家資
格化されたのは遅いが、₁₉₅₀年代から精神科医療機関で活躍するメンタルヘルスに関する専門職である。
社会福祉学を基盤とし、精神障害を抱える人が自分らしく社会の中で生きていくことを支援している。ソー
シャルワーカーは人と環境の間の多様で複雑な相互作用に働きかけ、ミクロからマクロの視点で環境調整
や、コーディネーション、ソーシャルアクションを行う専門職である。精神科医療現場での精神保健福祉
士の業務は、主に医師の診療をサポートし、患者との定期的な面談など個別ケースワークを行っている。
今回、ストレスチェック制度における実施者として精神保健福祉士が選ばれた理由は、これまでの精神
科医療現場での活躍が評価されたからだと考えられる。では、ストレスチェック制度の実施にあたり、実
際、精神保健福祉士が担い得る役割とは何であるか考えてみたい。１つ目として、ストレスチェックを実
施し、高ストレスと評価された者に対しての個別ケースワーク等が行えることである。ストレスチェック
の流れで行くと、次は労働者からの申し出により面接指導をする段階となるが、あくまでも労働者側のモ
チベーションがあっての話であり、何かしらの働きかけがなければ、高ストレス群の人が面接指導を自ら
申し出ることは難しいと思われる。そうなるとストレスチェック制度の趣旨から外れることになる。つま
り、この制度を活かすためには、面接指導を受けてもらうのが望ましい。２つ目は、ストレスチェックの
実施後、事業場での何らかの職場改善が見込まれる場合、事業場とのコーディネーション、あるいは組織
へのコンサルテーションが可能であること。そして最後に、精神保健福祉士がこれまでの発展過程で得意
としてきた社会資源の開拓や開発などがあると考えられる。制度や条件等が合わない、存在しなければ自
ら作って行こうとする動き、ソーシャルアクションである。精神保健福祉士は、クライアントと支援者、
専門職等を結びつけ、事業場における問題や課題に対して解決していこうとするソーシャルワークの基本
的なところと、メンタルヘルスの専門家として、その個人が抱えている生きづらさやトラウマ等と向き合
いながら、その人らしい生き方・生活を一緒に考えて行く専門家である。さらに、うつ病との絡みからリ
ワーク支援が広がっており、多職種がチームとなって行うリワークプログラムにおいても精神保健福祉士
の活躍が大きい。
以上のことから、ストレスチェック制度において精神保健福祉士は、実施者としてはもちろん、衛生委
員会のスタッフあるいは職場のメンタルヘルスの調整役として大いに力を発揮できるのではないかと思わ
れる。
（３）おわりに
ストレスチェック制度は導入されたばかりで、実際はこれから実施する事業場がほとんどであると思わ
れる。厚生労働省より実施マニュアル等が出されてはいるものの、具体的な取り決めの大半はその個別の
事業場に委ねられており、実施者側の手腕によるところが大きい。これはこの制度の大きな課題であり、
今後検証する必要がある。
しかし、₁₉₉₀年代からのうつ病をはじめとする精神疾患の患者数の増加、自殺者の急増があり対策を講
じてはきたものの功をなさなかったことを考えると、今回法律上にストレスチェック制度を規定し、義務
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付けたことはたいへん意義があると思われる。上記にも述べたとおり課題もあるが、それは実施をしなが
ら１つずつ良いものに変えていくことができる。まずは、ストレスチェック制度が労働現場に浸透し、労
働者一人ひとりが自身のメンタルヘルスに関心を持つようになることができれば、第一歩であると思われ
る。また、メンタルヘルス不調やこころの病気は、自身では気づきにくいものなので、この制度がきっか
けとなり周囲のメンタルヘルスにも気を配れるようになれば、この制度の趣旨である「メンタルヘルス不
調の未然防止を主たる目的とする」に寄与するものになると思われる。
最後に、昨今教育や司法分野での精神保健福祉士の活躍は広がっており、これまでもリワークなど産業
保健分野で活躍する精神保健福祉士も存在していたが、決して活動の幅は広くはなかった。しかし、今回
のストレスチェック制度導入がきっかけとなり、さらにこの分野での精神保健福祉士の役割と可能性が広
がると感じた。メンタルヘルス不調を未然に防ぐという意味で、職場内でのメンタルヘルス不調労働者の
調整役はもちろんだが、研鑽を積み、国民一人ひとりの健康について考え、貢献できる社会的要請に応じ
た精神保健福祉士を目指していくことが重要である。
【引用文献】
・飛鳥井望『自殺の危険因子としての精神障害―生命的危険性の高い企画手段をもちいた自殺失敗者の診
断学的検討』精神誌₉₆　pp.₄₁₅︲₄₄₃　₁₉₉₄
・アントーン・リーナース　音山若穂・金子能宏訳『自殺予防に関する公衆衛生・教育的アプローチと社
会的規制の役割－世界の取り組みとその考察－』季刊社会保障研究　第₄₀巻第１号　₂₀₀₄
・労働安全衛生法
・内閣府「平成₂₇年版自殺対策白書」pp₅₃︲₅₄
・厚生労働省「改正労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度について」
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei₁₂/pdf/₁₅₀₄₂₂︲₁.pdf【₂₀₁₆/₀₁/₀₇閲覧】
・厚生労働省「職業性ストレス簡易調査票」
　http://www.tmuph.ac/topics/pdf/questionnairePDF.pdf#search='%Ｅ8%₈₁%Ｂ7%Ｅ6%Ａ5%AD%Ｅ
6%₈₀%Ａ7%Ｅ3%₈₂%Ｂ9%Ｅ3%₈₃%₈₈%Ｅ3%₈₃%AC%Ｅ3%₈₂%Ｂ9%Ｅ7%Ｂ0%Ａ1%Ｅ6%₉₈%₉₃%Ｅ
8%AA%BF%Ｅ6%9Ｆ%BB%Ｅ7%Ａ5%Ａ8'【₂₀₁₆/₁/₇閲覧】
【参考文献】
・精神保健医療福祉白書編集委員会編集　『精神保健医療福祉白書₂₀₁₆』中央法規　₂₀₁₅
・内閣府　平成₂₇年版自殺対策白書
・厚生労働省「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実施マニュアル」
・中央労働災害防止協会『新しいストレスチェック制度』₂₀₁₅
・厚生労働省「平成₂₆年患者調査の概況」　
・厚生労働省「職場における自殺の予防と対応」
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei₁₂/pdf/₀₃.pdf【₂₀₁₆/₁/₄閲覧】
・厚生労働省「改正労働安全衛生法に基づく「ストレスチェック制度」の具体的な運用方法を定めた省令、
告示、指針の公表
　http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/₀₀₀₀₀₈₂₅₈₇.html【₂₀₁₆/₁/₆閲覧 】
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〔資料〕
職業性ストレス簡易調査票（57項目）
Ａ　あなたの仕事についてうかがいます。最もあてはまるものに○を付けてください。
そ
う
だ
ま
あ
そ
う
だ
や
や
ち
が
う
ち
が
う
₁．非常にたくさんの仕事をしなければならない ………………………… １ ２ ３ ４
₂．時間内に仕事が処理しきれない ………………………………………… １ ２ ３ ４
3．一生懸命働かなければならない ………………………………………… １ ２ ３ ４
₄．かなり注意を集中する必要がある ……………………………………… １ ２ ３ ４
₅．高度の知識や技術が必要なむずかしい仕事だ ………………………… １ ２ ３ ４
₆．勤務時間中はいつも仕事のことを考えていなければならない ……… １ ２ ３ ４
₇．からだを大変よく使う仕事だ …………………………………………… １ ２ ３ ４
₈．自分のペースで仕事ができる …………………………………………… １ ２ ３ ４
₉．自分で仕事の順番・やり方を決めることができる …………………… １ ２ ３ ４
₁₀．職場の仕事の方針に自分の意見を反映できる ………………………… １ ２ ３ ４
₁₁．自分の技能や知識を仕事で使うことが少ない ………………………… １ ２ ３ ４
₁₂．私の部署内で意見のくい違いがある …………………………………… １ ２ ３ ４
₁₃．私の部署と他の部署とはうまが合わない ……………………………… １ ２ ３ ４
₁₄．私の職場の雰囲気は友好的である ……………………………………… １ ２ ３ ４
₁₅．私の職場の作業環境（騒音、照明、温度、換気など）はよくない … １ ２ ３ ４
₁₆．仕事の内容は自分にあっている ………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₇．働きがいのある仕事だ …………………………………………………… １ ２ ３ ４
Ｂ　最近１ か月間のあなたの状態についてうかがいます。最もあてはまるものに○を付けてください。
ほ
と
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ほ
と
ん
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も
あ
っ
た
₁．活気がわいてくる ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂．元気がいっぱいだ ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₃．生き生きする ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₄．怒りを感じる ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₅．内心腹立たしい …………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₆．イライラしている ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₇．ひどく疲れた ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₈．へとへとだ ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₉．だるい ……………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₀．気がはりつめている ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₁．不安だ ……………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₂．落着かない ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₃．ゆううつだ ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
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₁₄．何をするのも面倒だ ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₅．物事に集中できない ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₆．気分が晴れない …………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₇．仕事が手につかない ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₈．悲しいと感じる …………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₁₉．めまいがする ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₀．体のふしぶしが痛む ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₁．頭が重かったり頭痛がする ……………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₂．首筋や肩がこる …………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₃．腰が痛い …………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₄．目が疲れる ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₅．動悸や息切れがする ……………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₆．胃腸の具合が悪い ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₇．食欲がない ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₈．便秘や下痢をする ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂₉．よく眠れない ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
Ｃ　あなたの周りの方々についてうかがいます。最もあてはまるものに○を付けてください。
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次の人たちはどのくらい気軽に話ができますか？
₁．上司 ………………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂．職場の同僚 ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₃．配偶者、家族、友人等 …………………………………………………… １ ２ ３ ４
あなたが困った時、次の人たちはどのくらい頼りになりますか？
₄．上司 ………………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₅．職場の同僚 ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₆．配偶者、家族、友人等 …………………………………………………… １ ２ ３ ４
あなたの個人的な問題を相談したら、次の人たちはどのくらいきいてくれますか？
₇．上司 ………………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₈．職場の同僚 ………………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₉．配偶者、家族、友人等 …………………………………………………… １ ２ ３ ４
Ｄ　満足度について
満
足
ま
あ
満
足
や
や
不
満
足
不
満
足
₁．仕事に満足だ ……………………………………………………………… １ ２ ３ ４
₂．家庭生活に満足だ ………………………………………………………… １ ２ ３ ４
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